



A Study on Judgments of Daishin-in: Significances and Issues
Kazunari KIMURA
Abstract
Up until now, through analysis and consideration of the original texts of prewar civil 
decisions, the author has engaged in research to bring to light the formative processes 
behind the (civil) decisions of Daishin-in (the Supreme Court of Japan［until 1947］), many 
aspects of which remain a mystery due to restricted access to information. What has become 
clear thus far through this research is: (1) the standards for listing decisions in the Collection 
of Civil Decisions of Daishin-in, which is the court’s official record of decisions; (2) the fact 
that in some cases publicly announced decisions are not exactly the same as the original 
documents; (3) the fact that from the original court documents it is possible to identify the 
judges who delivered the rulings; and (4) the fact that in some cases it is possible to identify 
all of the facts in a case together with how the case progressed. In this paper, the author 















































































































例えば、大（二民）判昭 3・8・31 新聞 2906-16 では、「不動産の贈与者はその受贈者に対し所
有権移転登記をなすべき義務を負う」とする旨を判示する部分が（すべての公刊物において）
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そのほか、大（一民）判大 14・11・9 民集 4-545 は、「損害賠償ノ義務ヲ負担スル者カ債権
者ノ強迫ニ因リ其ノ賠償金ヲ準消費貸借ノ目的ト為シタルトキハ之ヲ取消スコトヲ得ヘキモノ
トス」（民集の判決要旨）との判断を示すものだが、判決文を読む限りでは、単に「強迫によ
































































前田が受命判事であった大（三民）判大 14・11・28 民集 4-670（大学湯事件）の判決要旨（民
集掲載のもの）は、「湯屋業ノ老舗其ノモノ若ハ之ヲ売却スルコトニ依リテ得ヘキ利益ハ民法
第七百九条ニ所謂権利ニ該当スルモノトス」として、民法 709 条における権利侵害要件の「拡
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5．事実関係と訴訟経過の捕捉
民集では、第 7 巻（昭和 3 年分）より、「参照」として、「第一審判決ノ事実」および「第二
審判決ノ事実並理由」が登載されている。












控訴院 昭和 2 年」として検索し、6 件ヒットしたものの中から「民事控訴判決原本昭和 2 年
11 月・12 月宮城控訴院」を得た。






し、東京控訴院と東京地方裁判所については、それぞれ法律新聞 2635 号 8 頁、2636 号 18 頁に、
昭和 2 年度の事務分配が公表されていたため、特定が比較的容易だった。例えば、大（四民）
判昭 3・8・1 民集 7-704 は「株式競売不足金請求事件」だから、東京地裁では、第 2・12・14
民事部のいずれか（いずれも「商事に関する事件」を扱う）に係属したものと推測したところ、
東京控訴院では、上記 3 民事部の裁判に対する控訴事件はいずれも民事第 3 部に係属すること
が判明し、結果的に、民事第 3 部の判決原本を調査すれば足りることとなった。








その審査に 1 か月ほどの時間を要する(38)。しかも、利用申請は一度に 5 冊までと定められて
いるため、作業がなかなか進まないという問題がある。原本はひと月分が分冊化（多い場合で






































(1) 木村和成「大審院（民事）判決の基礎的研究・1―判決原本の分析と検討（序・大正 14 年 11 月分）―」
立命館法学 335 号（平 23）511 頁以下を皮切りに、木村「大審院（民事）判決の基礎的研究・10―判決
原本の分析と検討（大正 11 年 1・2 月分）―」立命館法学 367 号（平 28）252 頁以下まで計 10 本の研究ノー
トを公表している。
(2) 木村「戦前の『賃借権に基づく妨害排除』裁判例の再検討」立命館法学 285 号（平 15）214 頁以下。なお、
この論文は平成 11 年度に立命館大学法学部に提出した筆者の卒業論文（指導は山本隆司教授）を原型と
したものである。
(3) 例えば、奥田昌道『債権総論（増補版）』（平 7、第 3 刷、悠々社）241 頁。
(4) 大（二民）大 11・5・4 民集 1-235（河川敷地占用権侵害）、大（三民）大 12・4・14 民集 2-237（寺院
境内地使用権侵害）、大（五民）昭 6・4・28 新聞 3270-10（寺院境内地使用権侵害）など。
(5) やはり、その後同趣旨の判決が続いている。例えば、大（三民）昭 6・5・13 新聞 3273-15（借地権侵害。
損害賠償請求の事案だが傍論でこの点に触れている）、大（四民）昭 8・7・8 新聞 3596-11（商号使用権侵害）。
(6) 詳細については、木村「『大審院判例審査会』小論」立命館法学 339・340 号（平 24）77 頁以下参照。
(7) 内規の全文（8 か条）は、法律新聞 1918 号 11 頁に掲載されている。
(8) 「平沼大審院長演述（大正十一年五月十九日司法官会同席上ニ於テ）」法曹記事 32 巻 5 号（大 11）
59 ～ 60 頁。
(9) 「審査・整理」の「方針」の審議については、大河純夫「大審院（民事）判例集の編纂と大審院審査会」
立命館法学 256 号（平 10）1356 頁以下にその経過が素描されている。




(11) 例えば、民録の最終輯である第 27 輯（大正 10 年分）は 294 件の判決を掲載しているが、民集の第 1 巻（大





了について―民事判決原本利用のための手引―」北の丸〔国立公文書館報〕44 号〔平 24〕154 頁以下参照）。
(13) 詳細については、木村「大審院民事判例集（民集）における判決登載基準について」立命館法学 352 号（平
26）150 頁以下参照。
(14) 木村・前掲注（13）164 ～ 165 頁。
(15) 木村・前掲注（13）168～170頁。例えば、無断転貸それ自体を背信行為とみる伝統的な考え方を示しつつ、
目的物の一部無断転貸を理由とする賃貸借契約の全部解除を認めた大（四民）判昭 3・8・8 新聞 2907-
11 は民集に掲載されていない一方で、同旨の大（一民）判昭 10・4・22 民集 14-571（「賃借人カ賃貸人
ノ承諾ヲ得スシテ賃借地ノ一部ヲ他人ニ転貸シタル場合ニ於テモ賃貸人ハ其ノ全部ノ賃貸借契約ヲ解除
スルコトヲ得ルモノトス」〔民集の判決要旨〕）は民集に登載されている。
(16) 木村・前掲注（13）170 ～ 173 頁。
(17) 木村・前掲注（13）173 ～ 176 頁。
(18) 木村・前掲注（13）176 ～ 177 頁。
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(19) 木村・前掲注（13）177 ～ 179 頁。
(20) 木村・前掲注（13）179 頁。




(23) 我妻栄『新訂民法総則』（昭 40、岩波書店）315 頁も、その文脈において本判決を紹介している。
(24) 木村「大審院（民事）判決の基礎的研究・1―判決原本の分析と検討（序・大正 14 年 11 月分）―」立
命館法学 335 号（平 23）545 ～ 549 頁参照。






判所構成法注釈 完 附施行条例（日本立法資料全集別巻 181）』〔平 12、復刻版、信山社〕249 頁）と説明
されている。このことからも、大審院各部においては、事件ごとに受命判事が指定され、その者が事件
の調査から判決文の起草までを担当していたのではないかと推測される。
(26) 末川博「民事法研究会のこと < 座談会 >（つづき）」法律時報 49 巻 8 号（昭 52）58 頁。
(27) 同前。
(28) 前田直之助「末弘氏の或判例研究に就きて」法曹会雑誌 3 巻 4 号（大 14）35 頁。
(29) 例えば、奥田『紛争解決と規範創造―最高裁で学んだこと、感じたこと―』（平 21、有斐閣）6 頁以下。
(30) 川井健『民法判例と時代思潮』（昭 56、日本評論社）9 頁以下。
(31) 明治 7 年、士族前田直勝の長男として高知県に生まれる。明治 37 年に東京帝国大学法科大学英法科卒
業後、司法官試補（東京地方裁判所詰）。その後、東京地方裁判所判事（後に部長）、東京控訴院判事を
経て、大正 10 年 9 月より大審院判事を務める。昭和 10 年 5 月に大審院部長となり、昭和 12 年 3 月に停
年退職。昭和 19 年、71 歳で没。この間、明治大学（明治 44 年～昭和 16 年ごろ。民事訴訟法担当〔後
に独法も加わる〕。）、早稲田大学（大正 15 年～昭和 10 年。破産法担当。）、中央大学（昭和 16 年～不明）
でも教鞭をとっていた。
(32) 例えば、潮見佳男『不法行為法Ⅰ（第 2 版）』（平 21、信山社）63 頁。





決にみるそのいくつかの軌跡」立命館法学 327・328 号（平 22）252 ～ 259 頁、同「大審院（民事）判決
の基礎的研究・2―昭和 3 年 8 月分―」立命館法学 337 号（平 23）553 ～ 556 頁参照。












(38) 独立行政法人国立公文書館利用等規則 16 条 1 項「館は、利用請求があった場合は速やかに、これに係
る処分についての決定（以下「利用決定」という。）をしなければならない。ただし、利用制限事由の存
否に係る確認作業が必要な場合その他の時間を要する事情がある場合は、利用請求があった日から 30 日
以内に利用決定をするものとする。この場合において、館が第 11 条第 5 項の規定により補正を求めたと
きは、当該補正に要した日数は、当該期間に算入しない。」
(39) 独立行政法人国立公文書館利用等規則 16 条 3 項「館は、利用決定に関し、事務処理上の困難その他正
当な理由があるときは、第 1 項の規定にかかわらず、同項ただし書に規定する期間を 30 日以内に限り延
長することができる。この場合において、館は、利用請求者に対し、遅滞なく、延長後の期間及び延長
の理由を通知するものとする。」


















(43) 法律新聞では、昭和 9 年 5 月以降判例索引を掲載しており、それ以降の分については、判決年月日等
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